
類似団体（都市）の選定と比較 

 

１．類似団体の比較の目的 

類似団体（都市）の比較は、橋本市と都市規模（人口規模）と立地条件（大都市への直線距離、

及び距離時間）及び総務省地方財政調査による財政累計（Ⅱ-1）が類似している都市と比較して、

類似都市に対して橋本市がどのような項目で｢強み｣｢弱み｣があるのかを明らかにして、市の特性

を把握し、今後の施策展開の参考にすることを目的とする。 

 

２．選定の基準 

橋本市と類似団体（都市）の選定は、近畿圏、中部圏、関東圏で下記の選定基準を設定し､抽出

する。 

 

■選定基準 

基準 1：人口規模５～10 万人で市となっている都市。 

基準 2：大阪都心部、名古屋都心部、関東都心部までの直線距離が概ね 50 ㎞圏 

基準 3：大阪都心部、名古屋都心部、関東都心部への電車での到達時間が概ね 40～50 分（大都

市部への通勤通学が可能な都市） 

 

３．類似団体（都市）の抽出   ※橋本市を含む 

選定基準により類似団体（都市）の候補を抽出し、その中から基準の整合性が高い都市を選定す

る。選定結果、下記票の総合に示す 10 都市について比較検討を行う。 

※   財政類型が橋本市と同じ 

基準 類似都市の候補 

基準１ 

 

人口要件 

 

 

滋賀県 

三重県 

兵庫県 

大阪府 

奈良県 

和歌山県 

茨城県 

千葉県 

愛知県 

守山市、近江八幡市 

亀山市 

三木市 

交野市、阪南市、泉南市、大阪狭山市 

天理市 

橋本市、紀の川市、岩出市、海南市、田辺市 

牛久市、竜ヶ崎市 

銚子市 

常滑市 

基準 2 

 

大都市中心か

らの距離要件 

滋賀県 

三重県 

兵庫県 

大阪府 

奈良県 

和歌山県 

茨城県 

千葉県 

愛知県 

守山市 

亀山市 

三木市 

交野市、阪南市、泉南市、大阪狭山市 

天理市 

橋本市、紀の川市、岩出市 

牛久市、竜ヶ崎市 

― 

常滑市 
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基準 類似都市の候補 

基準 3 

 

大都市中心ま

での時間距離 

（公共交通機

関） 

滋賀県 

三重県 

兵庫県 

大阪府 

奈良県 

和歌山県 

茨城県 

千葉県 

愛知県 

守山市 

亀山市 

三木市 

交野市、阪南市、泉南市 

天理市 

橋本市 

牛久市、竜ヶ崎市 

銚子市 

常滑市 

 

４．比較評価方法 

東洋経済出版｢都市データパック 2016 年度版｣を引用し、以下の 4 つの数値から比較を行う。 

 

①成長力・・・・個人消費と産業分野に関連した 11 指標からの伸び率を指標化し、総合ランキングを

算出したものを用いて、抽出都市を比較する。 

 

②民力度・・・・個人消費と産業分野に関連した 8 指標を人口や世帯当たりの数値に指標化し、総合

ランキングを算出したものを用いて、抽出都市を比較する。 

 

③財政健全度・・自治体財政の健全度を｢脱借金体質｣｢弾力性・自立性｣｢財政力｣｢財政基盤｣4 分野から

構成された 14 指標の算出値を基に、総合ランキングを算出したものを用いて、抽出

都市を比較する。 

 

④住みよさ度・・様々な分野の公式統計を用いて、住民の生活の場面に応じた｢安心度｣｢利便度｣｢快適

度｣｢富裕度｣｢住居水準充足度｣の 5 つのカテゴリーに分類し、15 の統計指標を用い

て、指標ごとに 50 を平均値とする偏差値を求め、それらの平均値から上記 5 カテゴ

リーの部門評価及び総合評価を行ったものを用いて、抽出都市を比較する。 

 

 

それぞれの数値の算出に用いる指標は以下のページの通りである。 

  



 

（１）成長力の算出に用いる指標 

項目 年次（西暦）

※は年度 

出典 

①人口 増加率 15/10 総務省（住民基本台帳人口要覧） 

②世帯数 増加率 15/10 総務省（住民基本台帳人口要覧） 

③事業所数（民営） 増加率 14/09 総務省（経済センサス） 

④従業者数（民営） 増加率 14/09 総務省（経済センサス） 

⑤製造品出荷額等 増加率 14/09 経済産業省（工業統計） 

⑥卸売業年間販売額（１事業所当たり） 

増加率 

14/12 総務省（経済センサス） 

経済産業省（商業統計） 

⑦小売業年間販売額（１事業所当たり） 

増加率 

14/12 

 

総務省（経済センサス） 

経済産業省（商業統計） 

⑧新設住宅着工床面積 増加率 （14+13）/ 

(09+08)※ 

 

国土交通省（建築着工統計） 

⑨乗用車+軽自動車保有台数 増加率 15/10 自動車検査登録協会＋全国軽自動車協

力連合会 

⑩課税対象所得額 増加率 15/10 総務省（市町村課税状況等の調査） 

⑪地方税収入額 増加率 14/09 総務省（市町村決算状況調査） 

 

（２）民力度の算出に用いる指標 

項目 年次（西暦）

※は年度 

出典 

①事業所数（人口当たり） 14 総務省（経済センサス） 

②製造品出荷額等（人口当たり） 14 総務省（工業統計） 

③卸売業年間販売額（人口当たり） 14 総務省（商業統計） 

④小売業年間販売額（世帯当たり） 14 総務省（商業統計） 

⑤新設住宅着工床面積（世帯当たり） 14+13 国土交通省（建築着工統計） 

⑥乗用車+軽自動車保有台数（世帯当た

り） 

15 自動車検査登録協会＋全国軽自動車協

力連合会 

⑦課税対象所得額（世帯当たり） 15※ 総務省（市町村課税状況等の調査） 

⑧地方税収入額（人口当たり） 15※ 総務省（市町村決算状況調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（３）財政健全度の算出に用いる指標 

項目 年次（西暦） 出典 

脱借金体質 

①人口 1 人当たり地方債残高 14 年度 総務省（市町村決算状況調査） 

②地方債依存度（対歳入総額比） 12～14 年度平均 総務省（市町村決算状況調査） 

③実質公債費比率 14 年度 総務省（市町村決算状況調査） 

④将来負担比率 14 年度 総務省（市町村決算状況調査） 

弾力性・自立性 

⑤経常収支比率 14 年度 総務省（市町村決算状況調査） 

⑥公債費負担比率 14 年度 総務省（市町村決算状況調査） 

⑦自主財源比率 14 年度 総務省（市町村決算状況調査） 

財政力 

⑧財政力指数 14 年度 

 

総務省（市町村決算状況調査） 

⑨地方税増加率 12～14 年度平均/09

～11 年度平均 

総務省（市町村決算状況調査） 

⑩人口 1 人当たり地方税収額 15/10 総務省（市町村決算状況調査） 

財政基盤 

⑪生産年齢人口比率 15 年 総務省（住民基本台帳人口要覧） 

⑫人口増加率 15/10 総務省（住民基本台帳人口要覧） 

⑬納税義務者 1 人当たり課税対

象金額 

15 年度 総務省（市町村課税状況等の調査） 

⑭地価上昇率（全用途） 15/14 国土交通省（都道府県地価調査） 

（注）指標名末尾に（※）がついているものは小→大、ついていないものは大→小の順に偏差値を

算出している 

 

  



④住みよさ度の算出に用いる指標 

項目 年次（西暦） 出典 

安心度 

①病院・一般診療所病床数（人口

当たり） 

14 年 10 月 厚生労働省（医療施設調査） 

②介護老人福祉施設＋介護老人

保健施設定員数（65 歳以上人口

当たり） 

14 年 10 月 厚生労働省（介護サービス施設・事業諸

調査） 

③出生数（15～49 歳女性人口当

たり） 

14 年度 総務省（住民基本台帳人口要覧） 

④保育施設定員数―待機児童数

（0～4 歳人口当たり） 

14 年 10 月、 

14 年 4 月 

厚生労働省（社会福祉施設調査）、 

同（保育所関連状況取りまとめ） 

利便度 

⑤小売業年間販売額（人口当た

り） 

14 年 7 月 経済産業省（商業統計） 

⑥大型小売店舗面積（人口当た

り） 

15 年 4 月 東洋経済（全国大型小売店総覧） 

快適度 

⑦汚水処理人口普及率 15 年 3 月 各都道府県（汚水処理人口普及状況） 

⑧都市公園面積（人口当たり） 14 年 3 月 

 

国土交通省調べ 

⑨転入・転出人口比率 12～14 年度 総務省（住民基本台帳人口要覧） 

⑩新設住宅着工数（世帯当たり） 12～14 年度 国土交通省（建築着工統計） 

富裕度 

⑪財政力指数 14 年度 総務省（市町村別決算状況調査） 

⑫地方税収額（人口当たり） 14 年度 総務省（市町村別決算状況調査） 

⑬課税対象金額（納税義務者 1 人

当たり） 

14 年度 総務省（市町村課税状況等の調査） 

住居水準充足度 

⑭住宅延べ床面積（1住宅当たり） 13 年 10 月 総務省（住宅・土地統計調査） 

⑮持ち家世帯比率 13 年 10 月 総務省（住宅・土地統計調査） 

（注）すべて大→小の順に偏差値を算出している 

 

 


